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原子力��デ�タベ�スセンタ�便り
�デ�タベ�スの現状と利用者からの問い合わせ情報�

（財）高度情報科学技術研究機構
　原子力PAデータベースセンター

センター長　石川　勇

１．　はじめに

　当財団の原子力PAデータベースセンター
では、国民の原子力・放射線に関する情報の
理解促進に資するため、科学技術振興機構
（JST）の委託を受け、原子力図書館「げん
しろう」のうち「原子力百科事典ATOMICA」
のデータベースの構築を行っている。今年の
３月で、インターネットで原子力百科事典
ATOMICAで公開を始めてから９年になり、
ますます多くの人々に利用されている。
ATOMICAデータ（本文）とデータ（図表）
へのアクセス回数は、この２月にはそれぞれ
３０万回、２８万回を超え、まだまだ増える勢い
である。データベースの構築として新規と更
新データの加工、登録とともに、用語辞書の
整備および利用者からのさまざまな問い合わ
せに対応している。
　ここでは、新規データの内容と最近の問い
合わせ内容の一部について紹介する。

２．　データベースの構成

　ATOMICAのデータは、原子力全般におよ
ぶ関連データ、用語辞書などで構成されてい
る。大項目の分類は、エネルギーと地球環境
（関連タイトル２５８件）、原子力発電（１５９件）、
開発中の原子炉および研究炉など（１２４件）、
核燃料リサイクル（１４７件）、バックエンド対
策（１０２件）、原子力安全研究（６６件）、基礎
基盤研究および先端的研究（５１件）、放射線

利用（１１４件）放射線影響と放射線防護（２６９
件）、原子力の行政・制度・政策（１７３件）、
原子力安全規制（９３件）、原子力施設の運転
状況（１８４件）、国際協力・原子力関連機関
（１７２件）、海外情勢（２１２件）、Ｑ＆Ａ（１３７
件）など１８項目にわたり、合計２３７４件（平成
１６年３月１５日現在）となっている。例年通り、
本年度も新規データとして７０件、また登録済
みデータのうちから２５０件のデータの内容（本
文、図表）を見直す更新作業を行い、加工が
完了次第順次登録している。用語辞書には
１９００語が登録されているが、今年度は新しい
１００語の追加登録を予定している。

３．　データベースの整備

　１５年度のデータベース整備では、例年と同
様に新規データ７０件（表１参照）と更新デー
タ２５０件の加工を行う。また、用語辞書につ
いては、より多くの利用を図るために１００語を
加え、合計２０００語の辞書とする。
　新たなデータとしては、事業者、国の監視・
監査機能の強化を含む原子力安全規制関係省
令が改正されたため、大項目２の原子力発電
に「原子力施設の検査制度の改正」、放射線
源の利用が進む一方、多くの被ばく事故など
が世界的に起こっているため、大項目８の放射
線利用に「身元不明線源」、放射線の医学利
用における「陽子線によるがんの治療」、核
燃料サイクルでは避けて通れない廃棄物に関
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する世論調査について、大項目１０の原子力の
行政・制度・政策の項に「高レベル放射性廃
棄物に関する国民の意識」、大項目１５のQ&A 

にはATOMICA利用者からの質問でもある
「BWRにあるシュラウドがPWRにはなぜな
いのですか」などが追加登録されている。そ
れぞれについて内容の概要を紹介する。
３．１　原子力施設の検査制度の改正＜０２-０２-

０３-１７＞

　原子力発電所の自主点検記録の不正書き換
え、原子炉格納容器漏えい率検査の偽装など
電力会社の不正問題が判明した。これら不正
問題の再発防止と国民の信頼回復のため、事
業者、国の監視・監査機能の強化を含む原子
力安全規制関係省令の改正がなされた。すな
わち、原子力事業者による現行の自主点検が
義務化され、自主検査体制は新たに設立され
た独立行政法人「原子力安全基盤機構」が審
査することになった。また、原子力安全委員
会の監視・監査機能が強化され、原子力発電
所、再処理施設等の各種点検の実施状況が毎
年度原子力安全委員会に報告されることにな
った。さらに、組織的不正を抑制するため重
大な違反事案に対する法人重課の導入など罰
則の強化がなされた。
３．２　身元不明線源＜０８-０１-０３-１８＞

　医寮、工業さらには研究や教育などの場で
放射性核種を用いた放射線の線源が広く使用
されている。これらは、紛失したり盗難にあ
ったり何らかの理由で線源として認識されな
くなり、さらには管理されない状態になるこ
とがある。そのような状態にある線源を身元
不明線源と呼ぶ。放射線を出しているという
認識がないことから、高いレベルの被ばくに
なることがあり、放射線障害を伴う事故とな
ることもある。
　今日、線源の利用が進み、その方法も多様
化している。それを反映して身元不明線源の
数も増大していると考えられ、それによる被
ばく事故が世界中で散発的に発生しており、

国際原子力機関等も注意を喚起している。線
源の使用者は、使用している線源を身元不明
線源にしないよう、安全な廃棄を行うまで十
分に管理する必要がある。
３．３　陽子線によるがんの治療＜０８-０２-０２-１４＞

　陽子線によるがん治療は、水素の原子核で
ある陽子（＋）を加速器によって加速し、こ
の大きな運動エネルギーが与えられた陽子を
電磁石とコンピュータの操作によって生体内
の標的（主にがん等の悪性腫瘍）領域を高精
度に照射し、治療する方法である。その代表
例は１９７０年代後半からアメリカで始められた
眼球に生じる悪性黒色腫瘍の陽子線治療法で
ある。従来、この腫瘍の治療は眼球を摘出す
る外科手術が最も普通な方法であって、手術
後は視力障害や視力喪失を伴うのが普通であ
った。しかし、陽子線治療が可能になってか
らは、患者の視力は温存されるようになり眼
球摘出はきわめて少なくなった。この最大の
理由は上記のような陽子線治療法の特徴によ
る。陽子線の場合、経済的で安定した放射線
が得られる加速器技術が進歩したため、２０００
年までに世界で稼動した実績のある施設は１０
ヶ国以上３４ヶ所に及び、現在でも２８ヶ所が稼
動している。また、世界の粒子線治療施設で
陽子線治療を受けた患者数は、２００４年１月現在
３６，１１１名に達する。
３．４　高レベル放射性廃棄物に関する国民の

意識＜１０-０５-０１-１５＞

　�日本原子力文化振興財団は、高レベル廃
棄物の処分に関して、２００１年度に「高レベル
放射性廃棄物に関する意識調査委員会」を設
けて、国民の意識調査を企画・実施し、調査
結果の分析・検討を行っている。高レベル放
射性廃棄物についての国民の意識や認識を示
すものとして紹介する。２１世紀のわが国のエ
ネルギー問題としては、「地球温暖化対策・環
境対策」を重要な問題として捉えている。高
レベル放射性廃棄物の処分方法の認識度は
３８．３％と４割以下。放射性廃棄物への関心度
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は全体の８割である。放射性廃棄物・放射線
について認知度の高い分野は、「放射性廃棄
物」そのものがトップで７１．５％。原子力が高
レベル放射性廃棄物に関する広報や教育の必
要性については、全体の５割が「絶対必要」
と回答している。高レベル廃棄物やその処分
についての不安感は、「地下水が汚染される恐
れがないか」がトップ。以下「後世代に放射
性廃棄物の処分問題を残さないか」、「何百、
何千年と放射線を出し続けることについて」
と続く。
３．５　BWRにあるシュラウドがPWRにはな

ぜないのですか。＜１５-０２-０１-０９＞

　シュラウドの必要性の有無は、通常運転時
の原子炉出力制御方法の違いによる。沸騰水
型原子炉（BWR）では原子炉出力の制御を原
子炉冷却水のボイド量の増減によって行って
いる。このボイド量の増減は原子炉冷却水の
流量を増減（制御）して行っており、この流
量を制御している再循環系である。この再循
環系の流路の確保のため、原子炉容器内では
炉心内の上向きの流れとその外側の環状部を
下向きに流れる再循環流とを分離するシュラ
ウドを設けている。一方、加圧水型原子炉
（PWR）では制御棒によって原子炉出力の制
御を行っていて、再循環系が必要ないのでシ
ュラウドが無い。
　新しい用語辞書としては、新規データのな
かに現れる語を中心にして、今年度は１００語を
予定している。合計２０００語の原子力・関連用
語辞書となる。
　
４．　ATOMICAへのアクセス状況

　２００３年度後期の９月には、ATOMICAデー
タへのアクセス回数（本文）は月平均１７万件
強で、右肩上がりで着実に増えている傾向に
ある、と報告した。その後も順調に増加して、
年度終わりの２月には本文データへのアクセ
スが３０万、図表へのアクセスが２８万回を超え
ている。当分、この勢いでアクセス増加の傾

向が続きそうである。
　本文データの分野別アクセス回数では、「放
射線影響と放射線防護」が最も多く、次いで
「エネルギーと地球環境」という順位が月ご
とに入れ替わるような状況が続き、これらに
続いて「原子力発電」、「放射線利用」、「核燃
料リサイクル」、「海外情勢」が続いている。
この９月以降、図表検索機能を活用したアク
セスが増し、図表データの分野別アクセス回
数では、「エネルギーと地球環境」がトップで、
「原子力発電」、「放射線影響と放射線防護」、
「放射線利用」、「核燃料リサイクル」が続い
ている。

５．　利用者の反響

　利用者からの問い合わせは、相変わらず基
礎的な質問から専門的な質問と幅広い内容に
なっています。そのため、特に専門的な質問
に対しては、正確を期すために知り得た情報
に加えて、それぞれを調査して対応している。
その内容をいくつか紹介すると、
�　ウランやトリウム系列の放射性同位体が
いずれは安定な鉛になりますが、その鉛が体
内に残り悪影響を及ぼすのではないでしょう
か、との質問がありました。いくつかの教科
書を紹介した。
�　原子力発電では、エネルギーの効率が非
常に低いといわれていますが、損失はどこで、
どのように起きているのか教えてください。 
この質問には、火力ではボイラーで得られた
蒸気をさらに熱して温度を５６０度、圧力２４６気
圧にした蒸気をタービンに送っています。原
子力では、せいぜい７０気圧、２９０度ぐらいまで
です。冷却水に水を使っているため、いくら
圧力を上げても原子燃料から熱を取り出せる
のに限界があります、と説明している。
�　ATOMICAデータの「トカマク型核融合
装置の研究の進展の図」を論文に引用したい
のですが、どのようにすればよいのですか。
このような問い合わせが多く、写真や古くか
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ら用いられているイラストなどを引用するに
は、それなりの手順を踏むことを進めている。
�　プルトニウムの同位体組成の分析結果か
ら、それぞれの同位体の比放射能を求める方
法を教えてください、との質問には、教科書
の放射化学の分野に比放射能を計算する説明
がありますと参考書をお教えしている。
�　アイソトープ電池が心臓のペースメー
カーにも使われている記載がありますが、日
本国内ですか、外国ですか。この質問に対し
ては、アイソトープ電池の代わりに最近では、
ほとんどリチウム電池が使われているようで
す。 
�　これまでにも度々ありましたが、
「ATOMICAの内容が印刷された書籍、CD-

ROMはありませんか」の要望も毎年のように
お問合せいただいている。
�　ラドンを入手したいのですが、情報の提
供をお願いします、との問い合わせには、日
本アイソトープ協会などの問い合わせ先を紹
介している。

６．　あとがき

　原子力百科事典ATOMICAへのアクセス
数がこの２月に３０万回を超え、どこまで増え

るのかが楽しみであるとともに、ATOMICA

データの「内容が詳しく、情報が多い」とい
う本来の目的を忠実に守るために、データ
ベースの構築には細心の注意を払うことを再
認識せざるを得ない。また、今後とも、新た
な機能を増やすなどATOMICAをより一層
利用し易くしたり、インターネット以外によ
るデータベースの提供の仕方を検討すること
も必要と感じている。忌憚のないご意見、ご
質問をお手数でも下記までご連絡をいただけ
れば幸いである。

［問い合わせ先］
〒３１９-１１０６
　茨城県那珂郡東海村白方白根２－４
　　　�高度情報科学技術研究機構
　　　　原子力ＰＡデータベースセンター

E-mail: pamail@tokai.rist.or.jp

FAX: ０２９-２８３-３８１１
電話：０１２０-６６３８３３（フリーダイヤル）
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タ　　イ　　ト　　ル構 成 番 号No．

火力発電０１-０３-０７-０１１

宇宙太陽発電０１-０５-０１-１０２

北東アジアのエネルギー事情０１-０７-０２-１３３

北東アジアにおけるエネルギー・環境協力０１-０７-０２-１４４

ＩＥＡによるカナダのエネルギー政策のレビュー（２０００年）０１-０７-０６-０９５

ＩＥＡによるフランスのエネルギー政策のレビュー（２０００年）０１-０７-０６-１０６

ＩＥＡによるスウェーデンのエネルギー政策レビュー（２０００年）０１-０７-０６-１１７

世界エネルギー予測（World Energy Outlook，２００２年版）０１-０７-０６-１５８

水素エネルギー社会への胎動０１-０７-０６-１６９

海外における戦略的環境アセスメント０１-０８-０１-０４１０

米国のクリアスカイ法と排出取引（２００３年）０１-０８-０４-２３１１

エネルギー基本計画０１-０９-０１-０７１２

平成１５年度電力供給計画０１-０９-０５-１９１３

グリーン電力制度０１-０９-０５-２０１４

新エネ等電気利用法（RPS法）０１-０９-０７-０６１５

日本における原子力発電設備の維持基準０２-０２-０３-１５１６

欧米における原子力発電設備の維持基準０２-０２-０３-１６１７

原子力施設の検査制度の改正０２-０２-０３-１７１８

応力腐食割れの発生・成長機構と研究動向０２-０７-０２-２２１９

ロシアの高速増殖炉BN-６０００３-０１-０５-１３２０

ロシアの研究炉０３-０４-０９-０２２１

ロシアの放射性廃棄物管理０５-０１-０１-１２２２

低レベル放射性固体廃棄物の減容技術に関する現状０５-０１-０２-０９２３

欧米諸国の放射性廃棄物海洋投棄０５-０１-０３-２２２４

原子力潜水艦の解体０５-０２-０４-０３２５

世界の高速炉の廃止措置概況０５-０２-０４-１３２６

軽水炉圧力容器鋼の脆化機構と研究動向０６-０１-０１-３０２７

原子力施設の安全とヒューマンファクタ０６-０１-０１-３１２８

ＩＴＥＲ（国際熱核融合実験炉）の最終設計０７-０５-０３-０７２９

陽子線照射によるがんの治療０８-０２-０２-１４３０

中性子放射化分析による宇宙物質の分析０８-０４-０１-３０３１

身元不明線源（オーファン線源）０９-０３-０２-１９３２

核燃料サイクルの進め方について（２００３年８月）１０-０２-０２-１３３３

原子力と環境リスクに関する意識調査（東海村）１０-０５-０１-１４３４

表１．　平成１５年度新規データー一覧（７０件）
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高レベル放射性廃棄物に関する国民の意識１０-０５-０１-１５３５

原子力産業実態調査報告（平成１３年度）１０-０５-０３-０６３６

欧州連合市民と放射性廃棄物１０-０５-０４-０１３７

欧州連合市民とエネルギー問題１０-０５-０４-０２３８

米原子力エネルギー協会（ＮＥＩ）の世論調査（２００３年５月）１０-０５-０４-０３３９

電力各社のエネルギー環境教育支援活動１０-０８-０２-０３４０

米国の科学教育プログラムとその背景１０-０８-０３-０１４１

米国におけるエネルギー教育１０-０８-０３-０２４２

英国におけるエネルギー教育１０-０８-０３-０３４３

平成１４年度わが国の原子力発電所の時間稼働率および設備利用率１２-０１-０１-２４４４

平成１４年度実用発電用原子炉（原子力発電所）の事故・故障１２-０１-０２-２４４５
平成１４年度実用発電用原子炉および発電用研究開発段階炉における放射
性廃棄物管理の状況１２-０１-０３-４５４６

平成１４年度実用発電用原子炉および発電用研究開発段階炉における従事
者被ばく状況１２-０１-０４-２３４７

平成１４年試験研究用原子炉および研究開発段階炉における事故・故障１２-０３-０１-２３４８

平成１４年放射性同位元素等取扱施設、その他における事故・故障１２-０６-０１-１９４９

米国国土安全保障省（ＤＨＳ）１３-０１-０２-１２５０

米国エネルギー省による国立研究所の運営１３-０１-０２-１３５１

米国アイダホ国立エネルギー環境研究所（ＩＮＥＥＬ）１３-０１-０２-１４５２

新エネルギー・産業技術総合開発機構（ＮＥＤＯ）１３-０２-０１-３３５３

原子力安全基盤機構１３-０２-０１-３４５４

北朝鮮の原子力研究センター１４-０２-０２-０１５５

米国における先進的燃料サイクルイニシアティブ１４-０４-０１-３０５６

原子炉許認可についての米国ＮＲＣの動向１４-０４-０１-３１５７

一般教書の水素燃料イニシアティブ（ブッシュ大統領）１４-０４-０１-３２５８

米国ＮＲＣの原子力施設防衛強化（２００１年９月１１日以降）１４-０４-０１-３３５９

原子力施設の航空機攻撃に対する米国の対応（２００１年９月１１日以降）１４-０４-０１-３４６０

米国原子力規制委員会の許認可プロセスとその適用状況１４-０４-０１-３５６１

原子力発電拡大を目指す米国の動き１４-０４-０１-３６６２

米国エネルギー省環境管理局が進めるサイト・クリーンアップ１４-０４-０１-３７６３

米国の原子力水素イニシアチブ１４-０４-０１-３８６４

英国エネルギー法案と原子力デコミッショニング公社の設立１４-０５-０１-１３６５

イギリスのエネルギー事情と政策１４-０５-０１-１４６６

ＢＷＲにあるシュラウドがＰＷＲにはなぜないのですか。１５-０２-０１-０９６７

放射光を用いて何ができますか。 １５-０８-０２-０３６８

医療では放射線はどのように利用されているのですか。１５-０８-０２-０４６９

原子力災害時にヨウ素剤の投与はどのような効果があるのですか。１５-０９-０３-０５７０




